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国国際際関関係係研研究究所所研研究究会会  
「「ココロロナナはは何何ををああききららかかににししたたかか――中中央央・・地地方方関関係係のの政政治治力力学学」」  

 
                             22002211年年33月月33日日  

オオンンラライインンににてて実実施施（（ZZOOOOMMをを使使用用））  
  

報報告告者者：：志志子子田田徹徹氏氏（（北北海海道道新新聞聞論論説説委委員員））  

ココメメンントト：：若若松松邦邦弘弘氏氏（（本本学学大大学学院院総総合合国国際際学学研研究究院院  教教授授））  

（（兼兼司司会会））      

 
報告内容  
報告では冒頭で、コロナへの対応が地方分権をめぐる問題を改めて浮き彫りにしているという観

点から、中央・地方関係は地方主導であるべきとの前提で、特措法の地方分権的な性格について説

明がなされた。 
そのうえで、その理想に反して、コロナ対処で地方分権がどう失敗しているのかについて、３つ

の観点から考察がなされた。 
第一に、中央・地方関係の構造面である。2000年施行の分権一括法に関しては、むしろその改革
の結果、地方への補助金が削られ、地方公務員の削減と市町村数の合併が誘導された。のちには分

権どころか、国が事業を査定する新型交付金、インバウンド振興の一本化、ふるさと納税など、地

方に関する政策を国が主体となって決めるなど、集権化さえ進んだ。北海道については、14支庁の
再編によって加速した札幌への一極集中に道庁が対応できなかった点もある。こうした改革のなか、

地方はコロナ以前から税財源が少ないままであり、国への依存が続いている。保健所は30年で半減
し、地方公務員も20年で50万人程減少しており、コロナ禍への対処で地方は苦しい立場にある。 
第二に、中央・地方関係の政治面である。感染拡大が全国でも早い時期に生じた北海道はコロナ

対策に率先して取り組んでいたとの見方がある。しかし、当時就任1年内の鈴木知事が独自の緊急
事態宣言といった先見性のある政策を単独で思いつくとは考えにくく、官邸からの提案があった可

能性が示唆された。また、東京都について、小池知事が昨年 4月に独自に営業自粛対象店舗を発表
しようとした際に政府が基本的対処方針を改定し、都道府県による休業要請の運用を制限した。こ

のような対処方針レベルでの制約は、地方分権に逆行するように見える一方で、知事側にも選挙を

見据えて施策を打ち出す戦術の落ち度を否定できない。加えて、病床確保の調整や都内の保健所間

の連携支援については、都が主導するのが望ましいことも指摘された。 
第三に、知事間の連携である。コロナ禍で「闘う知事会」は 20以上の緊急提言を既に提出してい
るが、実際は陳情の性格が強い。「基準を示して欲しい」というスタンスではなく、「このような基

準で緊急事態宣言や宣言の解除を決めて欲しい」というように知事会主導で基準を定めるべきでは

ないか。もっとも、国が税財源を握っている限り地方は国に服従せざるを得ないところは確かにあ

り、感染症対策を任された地方と経済対策を行う国との間で齟齬が生じることになる。 
以上を踏まえ、中央・地方の関係性が現状は官邸主導で確立しており、分権改革の過程で置き去

りにされた税財源の問題も相まって、地方を国との上下関係に縛り付けている図式のあることが指

摘された。これを踏まえ、都道府県間の協力体制の必要性、知事・都道府県への権限と税財源の委

譲、有権者や議会が主体となった知事の監視の必要性などが指摘された。 
質疑では、報告へのコメントとして、山崎幹根氏(北海道大学教授)から、感染症対策における国と
地方の役割を見直し、国は財政資源だけでなく情報の共有も行うべきとの見解が提起され、若松邦

弘氏(東京外国語大学教授)からは、国の指揮が執行力を欠いており、それに対する地方の対応力も
低下しているとの指摘がなされた。これらの見方について、報告者は小池都知事のように政権に物

言えるパーソナリティの重要性と、そのメディア活用の是非を指摘した。また、フロアからは、官

僚出身の知事が増えている傾向の詳細、ポピュリスト政治家と官僚出身の知事の比較、中央政府の

情報収集力低下の原因、保健所以外での地方分権の建前と実情の齟齬、科学が地方分権において果

たす役割、コロナを通じて北海道民の知事に対する印象の変化、コロナによる地方創生への影響な

どについて、質問が出された。 
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【国際関係研究所定期刊行物紹介】 

 

『国際関係論叢』第十巻第二号（令和 3年 1１月 30日発行） 
■BINOD Bhattarai ,“The Barriers to Community Forest Management:A Case Study of 
Community Forest User Groups in Nepal” 
『国際関係論叢』第十巻第一号（令和 3年 10月 18日発行） 
■金井 光太朗「20年アメリカ大統領選挙の結果と左派ポピュリズムの可能性」 
■BINOD Bhattarai ,“Challenges to the peace process in Nepal” 
『国際関係論叢』第九巻第一・二号（令和 2年 11月 30日発行） 
■松隈 潤「SDGsと食料への権利～域外義務視点から～」 

『国際関係論叢』第八巻第二号（令和元年 11月 30日発行） 
■BINOD Bhattarai,”Community Forestry and Forest Management Policies in Nepal“ 

『国際関係論叢』第八巻第一号（令和元年９月 30日発行） 
■松隈 潤「食料への権利と域外義務 ～アフリカの事例を中心として～ 」 
■Hideaki Shinoda, “Partnership Peace Operations in Multi-layered International Security: 
An Examination of the Involvement of Regional and Sub-regional Organizations in 
International Peace Operations” 
■Michiko Suzuki, “The Emergence of Modern Humanitarian Activities: The Evolution of 
Japanese Red Cross Movement from Local to Global” 

『国際関係論叢』第七巻第二号（平成 30年 11月 30日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない精神障碍者の近親者の責任について」 
■洪 性旭 「日本社会における難民受け入れの論点－日韓比較の可能性」 

『国際関係論叢』第七巻第一号（平成 30年 4月 27日発行） 
■倉石 一郎「革新主義期改革者における「北部黒人問題」認識と教育―ニューヨーク市公教育協会
刊行『本市における黒人学童』（1915）再論―」 

『国際関係論叢』第六巻第二号（平成 29年 9月 29日発行） 
■篠田 英朗「アフリカ諸国による国際刑事裁判所 (International Criminal Court: ICC)脱退の動き
の国際秩序論の視点からの検討」 
■洪 性旭「日本社会におけるソーシャルビジネス理念型の構築にむけて：国際的な議論の現状と日本
における含意」 

『国際関係論叢』第六巻第一号（平成 29年 7月 31日発行） 
■鈴木 美弥子「責任能力のない未成年者の親権者の監督義務者責任について」  

『国際関係論叢』第五巻第一・二号（平成 28年 7月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “Literacy Development through Early Childhood 
Development Program in India” 
■鈴木 美弥子「ドイツにおける不動産売買と瑕疵担保責任」  

『国際関係論叢』第四巻第二号（平成 27年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際社会における武力行使禁止原則の変容（三・完）」 
■若松 邦弘「支持の地位的拡大と多様性―地方議会における連合王国独立党（UKIP）の伸長―」  

『国際関係論叢』第四巻第一号（平成 27年 1月 31日発行） 
■Kumiko Uno and Teppei Nagai, “The Effect of Early Childhood Development in South 
Asia” 
■Hideaki Shinoda, “Human Rights, Democracy and Peace in International 
Constitutionalism of Universal International Society” 

 

『国際関係論叢』第三巻第二号（平成 26年 7月 31日発行） 
■松隈 潤「国際人権法の課題―拷問等禁止条約と日本―」 
■Kanami Ishibashi, "The Critical Implications from the Past:The Relationship between the 
ROK and Japan and the Effectiveness of the Policies including its Original Economic 
Sanctions against the DPRK” 
■若松 邦弘「イギリスにおける都市政策のアジェンダ変化―自由主義レジームにおける社民主義政
権の改革とジレンマー」 

『国際関係論叢』第三巻第一号（平成 26年 1月 31日発行） 
■Kimiko Uno and Sho Sakuma, “Foreign Direct Investment into the Western Balkans: 
The Statistical Analysis of Determinants in Bilateral Investment” 
■渡邊 啓貴「フランスにおける欧州統合の国内化と「EU アイデンティティ」―リスボン条約成立に
向けたフランスの貢献とその背景―」 

『国際関係論叢』第二巻第二号（平成 25年 7月 31日発行） 
■倉石 一郎「爆発的拡大のための雌伏―米国ビジティング・ティーチャーの大恐慌時代―」 
■梅村 裕子「今岡十一郎の活動を通して観る日本・ハンガリー外交関係の変遷」  
■若松 邦弘「自由主義右派の政党組織化―連合王国独立党（UKIP）の展開と政党政治上の意味―」 
■[書評] Sayaka Funada-Classen, "Fukushima, ProSAVANA and Ruth First: Examining 
Natália Fingermann’s “Myths behind the ProSAVANA”" 

『国際関係論叢』第二巻第一号（平成 25年 1月 31日発行） 
■Akito Okada, "The Historical Transformation of the Concept of Equality of Educational 
Opportunity in Post-war England and Japan" 
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Effect to the Economic Growth by Labor 
Migration: From the Viewpoint of the Stock of the Human Capital" 

『国際関係論叢』第一巻第二号（平成 24年 9月 28日発行） 
■渡邊 啓貴「2012 年フランス大統領選挙の分析―新しいスタイルの大統領サルコジの敗因とオラン
ドの戦略―」  
■Kimiko Uno and Sumire Kobayashi, "The Contribution to Economic Growth by Human 
Capital: The Comparison among BRICs"  
■若松 邦弘「二〇〇〇年代初めの西欧政治における政策志向性の変化―移民・難民の社会統合をめ
ぐる政策論争―」  

『国際関係論叢』第一巻第一号（平成 24年 3月 30日発行） 
■Kimiko Uno, "Poverty Ratios in Asia and Sub-Sahara Africa based on Logit Models"  
■松隈 潤「国際法と「人間の安全保障」」  
■若松 邦弘「改革の制度的矛盾と政治問題への展開―イングランドにおける交付金制度改革の執行
過程―」  

 

※当研究所ホームページ（http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html）より、収録論文の電

子資料（PDF）をご覧いただけます。 
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※当研究所ホームページ（http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html）より、収録論文の電

子資料（PDF）をご覧いただけます。 
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東京外国語大学 国際関係研究所 
Tokyo University of Foreign Studies Institute of International Relations 
 
■所長 
宮田 敏之（MIYATA, Toshiyuki） ：タイ経済研究、東南アジア経済研究、 

タイ社会経済史 

 
■所員（以下五十音順） 
青山 弘之（AOYAMA, Hiroyuki） 

伊勢崎 賢治（ISEZAKI, Kenji） 
内山 直子（UCHIYAMA, Naoko） 

岡田 昭人（OKADA, Akito） 
小田 なら（ODA, Nara） 
坂井 真紀子（SAKAI, Makiko） 

 
澤田 ゆかり（SAWADA, Yukari） 

篠田 英朗（SHINODA, Hideaki） 
鈴木 美弥子（SUZUKI, Miyako） 
鈴木 義一（SUZUKI, Yoshikazu） 
 
田島 陽一（TAJIMA, Yoichi） 
中山 裕美（NAKAYAMA, Yumi） 
丹羽 泉（NIWA, Izumi） 
春名 展生（HARUNA, Nobuo） 
舛方 周一郎(MASUKATA, Shuichiro) 
松隈 潤（MATSUKUMA, Jun） 

松永 泰行（MATSUNAGA, Yasuyuki） 

若松 邦弘（WAKAMATSU, Kunihiro） 
渡辺 周（WATANABE, Shu） 

：現代東アラブ政治、思想、歴史 

：国際関係論 

：経済政策、地域研究 

：比較・国際教育学 

：東南アジア、ベトナム、地域研究 

：開発社会学、仏語圏アフリカ、 

東アフリカの農村開発、モラルエコノミー 

：中国地域研究 

：平和構築 

：民事法学 

：現代ロシア地域研究、経済史、 

 比較経済体制論 

：経済政策、国際関係論 

：国際関係論、国際協調論、移民・難民研究 

：韓国・朝鮮地域研究、宗教社会学 

：国際政治学史、日本外交史 

：政治学、国際関係論、現代ブラジル政治 

：国際法学 

：政治学、国際関係論、イラン政治 

：比較政治・西欧政治 

：経営学 

 ＊掲載情報は、2021年12月1日時点のものです。 

編編集集後後記記  

  
国際関係研究所2020年度年間活動報告書『現代世界の諸相』をお届けする。当研究所設

立10年目となるこの年は、1回の連続講演会シリーズ「現代世界と国際関係」、3回の研究所
主催の研究会、13回のリレー講義「アジア共同体を考える」を開催し、対面授業が難しい中、
いずれもズームによるオンライン形式で行われた。今年度も本学教員に加え、多彩な専門分

野の学外講師に数多くご講演頂いた。今世界では何が起こっているのか、国際社会における

日本の位置づけ、そして世界から見た日本はどのようなものかなど、地域研究を基盤としつ

つ国際関係論をはじめとする社会科学諸分野研究が特徴の当研究所ならではのラインナッ

プとなったと言える。 
今回の成果は、それぞれの分野で活躍している研究所員の力量と活動全体を強いリーダ

シップで率いる宮田敏之所長のイニシアティブの賜物と感謝している。また、本報告書刊行

にあたっては、事務局のスタッフの労力にすべてを負っていることをここに確認し、心から

の謝意を示したいと思う。 
 

＊東京外国語大学国際関係研究所 年間活動報告書 
http://www.tufs.ac.jp/common/fs/iir/publications.html#nenpou 
 

『現代世界の諸相』 編集委員長 丹羽 泉 
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